
福祉や医療、介護、保育費など

消防や議会運営、

災害復旧費

地域活動支援や防災対策費など

保健事業や衛生・環境保全費など

民生費

総務費

衛生費

教育費

土木費

公債費

34.7%

9.8%

8.8%

5.3%

6.7%

15.5%11.6%

7.6%

244億7,485万円

109億3,548万円

62億282万円

学校施設整備、教育振興費など

81億7,373万円

705億8,344万円

道路の整備・管理、
区画整理費など

借入金の元金利息返済費

69億5,468万円

53億4,200万円

農林水産業費、
商工費、労働費 農林漁業振興、

商工観光振興費など

47億4,757万円

その他 37億5,231万円

市民税、固定資産税、
都市計画税など

市税のうち、都市計画税は、使い道が決められた

「目的税」です。

・都市計画税　道路や公園整備、土地区画整理

   事業などのために使っています

使い道が決められた国からの

負担金・補助金など

市税

県支出金

国庫支出金

市債

地方交付税

地方譲与税・
交付金

39.8%

5.7%

8.6%

13.9%

15.4%
9.9%

6.7%

295億2,193万円

その他 103億372万円

114億1,276万円

建設事業などに充てる借入金

49億3,272万円

基準により国税の一部から

交付されるもの

地方譲与税、　　地方消費税

交付金など

繰入金・寄附金など

使い道が決められた

県からの負担金・補助金など

73億5,038万円

63億7,134万円

42億4,466万円

741億3,751万円
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令和5年度

決算報告
ページ番号 1014025

一般会計決算

  皆さんに納めていただいた税金や国 ・ 県からの補助金がどのように使われたのか、 令和５年度にお

ける各会計の決算の概要をお知らせします。

問財政課 （本庁舎４階） ☎ 0538-37-4883　ＦＡＸ 0538-36-8954



財政力指数　0.783

　標準的な行政活動を行うために必要な財源を、 どのく

らい自力で用意できるかを示しています。

　数値が 「1.0」 を超えると財政基盤が安定していると判

断され、 国からは地方交付税が交付されません。

経常収支比率　87.4％

　毎年支出しなければならない扶助費や公債費などのた

めに、 市税や地方交付税など毎年ほぼ変わらず収入され

る一般財源をどのくらい使っているかを示しています。

　数値が低いほど変化に柔軟に対応できます。
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会 計 区 分 歳入決算額 歳出決算額

一般会計 741億 3,751 万円 705億 8,344万円

駐車場事業特別会計  8,620万円  8,585万円

国民健康保険事業特別会計 164億 8,166 万円 163億 5,447万円

後期高齢者医療事業特別会計 22億 9,056万円 22億 8,405万円

介護保険事業特別会計 141億 2,275万円 135億 8,138 万円

財産区（広瀬・岩室・虫生・万瀬） 特別会計 47万円 39万円

水道事業会計 36億  350万円 41億 8,751 万円

下水道事業会計 90億 1,386万円 103億 4,666万円

病院事業会計 199億 8,315 万円 224億 2,684万円

歳入と歳出の差額については、 令和６年度に繰り越して使ったり、 基金に積み立てたりしています。

各会計の歳入歳出決算額

区 分 説 明 磐田市の比率 早期健全化基準 財政再生基準

健
全
化
判
断
比
率

実質赤字比率
一般会計の実質的な赤字が収入と比較してどの程度あ

るかを示します。
実質赤字額なし 11.45% 20.00%

連結実質赤字比率
全会計における実質的な赤字や資金不足額が収入と比

較してどの程度あるかを示します。
実質赤字額なし 16.45% 30.00%

実質公債費比率
収入のうち、 どのくらいを借入金の返済に充てているか

を示します。
0.9% 25.00% 35.00%

将来負担比率
借入金など将来負担する可能性がある金額が、 年間の

収入と比較してどの程度あるかを示します。
数値なし 350.00%

資金不足比率

公営企業などについて、

資金不足額が事業規模

と比較してどの程度ある

かを示します。

水道事業会計
いずれも

資金不足額なし

経営健全化基準

20.00%
下水道事業会計

病院事業会計

健全化判断比率 ・ 資金不足比率

財政の状況がどのくらい健全であるかを示す指標です。

いずれの数値も法律に定められた基準を下回っていることから、磐田市の財政は健全であるといえます。

会 計 区 分 金 額

一般会計 547億 ２,045万円 

駐車場事業特別会計 1億 ８,244万円 

水道事業会計 66億 ８,198 万円 

下水道事業会計 253億 ６,181 万円 

病院事業会計 65億 9,984万円 

合 計 935 億 4,652 万円 

区 分 金 額

財政調整基金  83 億 2,225万円

しっぺいこども福祉基金 2億 1,820万円

公共施設整備基金   4億 9,517 万円

津波対策事業基金 29 億 4,808万円

地域振興基金 20 億 円

その他特定目的基金 9 億 4,904万円

国民健康保険事業基金 5億 4,717 万円

介護給付費準備基金 11億 213 万円

財産区(広瀬・岩室・虫生・万瀬）財政調整基金 577 万円

合 計  165 億 8,781 万円

市債残高 基金残高
目的のために積み立てている市の 「預金」 の額です。 令和４年度

末と比べ１６億２, ７２７万円増えています。

返済しなければならない借入金の残高です。 令和４年度

末と比べ２９億３, ９９６万円減っています。




